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 全上場企業のうち、プライムを選択したのは1,841社、スタンダードは1,477社、グロースは459社。
 ただ各市場で、上場維持基準の適合に向けた計画書を開示し経過措置を受ける企業が目立つ。
 プライムでも時価総額5,000億円以上の企業数は1割強、更なる市場改革の進展が期待される。
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全上場企業のうち、プライムを選択したのは1,841社、スタンダードは1,477社、グロースは459社

東京証券取引所（以下、東証）は1月11日、4月4日に移行予定の新市場区分について、全上場企業
3,777社の選択結果を発表しました。概要は図表1の通りで、東証1部上場企業2,185社のうち、実質最上
位の「プライム市場」を選択した企業は1,841社となり、残りの344社は「スタンダード市場」を選択しました。また、
東証2部上場企業474社は、すべてスタンダード市場を選択しました。

新興企業では、ジャスダック上場企業694社のうち、スタンダード市場を選択した企業は658社で、残りの36
社は「グロース市場」を選択しました。そして、マザーズ上場企業424社は、1社のみスタンダード市場を選択し、
残りはグロース市場を選択しました。この結果、プライム市場を選択した企業は1,841社、スタンダード市場は
1,477社、グロース市場は459社という結果になりました。

東証が新市場区分の選択結果を発表

プライム選択 スタンダード選択 グロース選択

経過措置 経過措置 経過措置

東証1部 1,841 296 344 12 - -

東証2部 - - 474 72 - -

ジャスダック - - 658 128 36 17

マザーズ - - 1 0 423 29

合計 1,841 296 1,477 212 459 46

【図表2：新市場区分の選択結果の詳細】【図表1：全上場企業による新市場区分の選択結果】

(出所) 日本取引所グループの資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成 (注) 数字は企業数。経過措置の数字は、「上場維持基準の適合に向けた計画書」を開示し、経過
措置の適用を受ける企業の数を表す。

(出所) 日本取引所グループの資料を基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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ただ各市場で、上場維持基準の適合に向けた計画書を開示し経過措置を受ける企業が目立つ

なお、東証1部上場企業でプライム市場を選択した1,841社のうち、296社は「上場維持基準の適合に向け
た計画書」を開示している企業です（図表2）。これらの企業は、プライム市場の上場維持基準を満たしていな
いものの、計画書を開示することによって経過措置の適用を受け、プライム市場に上場することになります。ただ、
この経過措置の適用期間は「当分の間」とされ、現時点で期限は定められていません。

プライム市場以外でも、計画書開示による経過措置の適用を受ける企業が見受けられます。具体的には、ス
タンダード市場を選択した1,477社のうち、212社（東証1部上場企業12社、東証2部上場企業72社、ジャ
スダック上場企業128社）が、グロース市場を選択した459社のうち、46社（ジャスダック上場企業17社、マ
ザーズ上場企業29社）が、それぞれ経過措置を受けることになります。

プライムでも時価総額5,000億円以上の企業数は1割強、更なる市場改革の進展が期待される

今回、全上場企業が新市場区分を選択しましたが、経過措置による上場維持基準が緩和される企業は、全
体の約15％に達しています。経過措置は、新市場区分への移行にあたり、市場にあまり大きな影響がでないよう
配慮したものと思われますが、前述の通り、経過措置に期限がないため、4月4日以降は、上場維持基準を満た
さないまま新市場に上場を続ける企業が一定数存在することになります。

また、東証はプライム市場をグローバルな投資家向けの市場と位置付けていますが、海外の大手運用会社など
の投資対象は時価総額5,000億円以上とみられ、プライム市場選択1,841社のうち、時価総額が直近で
5,000億円以上の企業は240社程度であり、全体の約13％に過ぎません。このように、東証の市場改革はま
だ始まったばかりで、内外投資家の評価を高めるには、ここから更なる改革の進展が期待されます。

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基
づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は当社が信頼性が高いと判断
した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資
料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資
顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。
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